
伊丹市立 保健セン ター 通話 録音装置 取扱要綱 （令和８ 年 ９月制 定）  

（趣旨）  

第１条  この要綱 は，伊丹 市立保健 センター （以下「 保健 セン ター」

という。）におけ る 業務の公 正かつ適 正な執行 を確保す るととも に 不

当要求行 為等 へ の 適切な対 応を図 る ため，通 話録音 装 置 の取扱 いに

関し必要 な事項を 定めるも のとする 。  

（定義）  

第２条  この要綱 において ，次の各 号に掲げ る用語の 意義は， それぞ

れ当該各 号に定め るところ による。  

⑴  通話 録音装 置  保健セ ンター と 外部との 間にお け る電話機 での

通話内容 を自動 的 に録音し ，又は 記 録する機 器で市 長 が管理する

ものをい う。  

⑵  録音 データ  通話録音 装置 に よ り録音し ，又は 記 録された 音声

をいう。  

（管理責 任者 の設 置等）  

第３条  市長は， 録音デー タの管理 及び運用 を適正に 行うため ， 管理

責任者及 び取扱責 任者（以 下「管理 責任者等 」 という 。）を 置く 。  

２  管理 責任者 は 健康政策 課長 を， 取扱責任 者 は健康 政策課長 が指名

した者を もって充て る。  

３  管理 責任者 は 録音デー タの管理 及び運用 に係る事 務を統括 する。  

４  管理 責任者等 は，録音 データに より知り 得た情報 を第三者 に提供

し，又は 不当な目 的に利用しては なら ない。  

５  管理 責任者 は ，市民等 から通話 録音装置 の設置， 運用等 に ついて

苦情を受 けたとき は， 迅速 かつ適切 に対応し なければ ならない 。  

（取扱責 任者 の事 務）  

第４条  取扱責任 者 の事務 は，次に 掲げるとおりと する 。  

⑴  通話 録音装 置 及びその 関連機 器 （以下「 通話録 音 装置 等」 とい

う。）が正常に 作動 しているかを 適 宜確 認 するこ と。この 場 合にお

いて，通 話録音 装 置 等の異 常を確 認 した場合 は，直 ち に管理責任

者に報告 すること 。  



⑵  管理 責任者 の 指示を受 けて，録 音 データを 複製し，及 び加工し ，

並びに当 該録音 デ ータを記 録した 媒 体を保管 し，並 び に当該録音

データを 消去する こと。  

⑶  録音 データ の 複製，加 工，媒 体 の保管， 消去 の 管 理状況 を 記録

し，管理 責任者 に 報告する こと。  

（管理責 任者 が講 ずべき措置 ）  

第５条  管理責任 者 が講ずべき措 置は ，次に掲げると おり とする。  

⑴  通話 録音装 置 等の操作 をし， 又 は録音デ ータの 確 認を行う 場所

は，外部 から見通 すことが できない 場所とす ること。  

⑵  通話 録音装 置 等の操作 をし， 又 は録音デ ータの 確 認を行う に際

し，これ らを 行う 者を識別 するため の 方策を 講じるこ と。  

（通話録 音装置 の 使用等の 公表）  

第６条  市長は， 通話録音 装置 の設 置，運用 及びその 利用目的 につい

て，市の ホームペ ージ 等に より公表 するもの とする。  

（個人情 報保護）  

第７条  市長は， 個人情報 保護 につ いて，関 係法令等 を遵守し ，通話

録音装置 の運用に 関し，適 切な措置 を講じな ければな らない。  

２  市長 は，録音 データの 漏えい， 滅失又は き損の防 止その他 の安全

管理のた めの必要 な措置を 講じなけ ればなら ない。  

３  母子 保健課長 が通話し た者から 当該録音 データの 提供を求 められ

たときは ，管理 責 任者 と連 携し， 関 係法令等 の規定 に 基づき， 適切

に対応す るものと する。  

（録音デ ータの保 存期間）  

第８条  録音デー タ の保存 期間は， 通話の日 から３０ 日間とす る。た

だし，当 該保存 期 間中 に電 磁的記 録 媒体 の記 録上限 を 超えて自 動で

上書きさ れたとき は ，その 日までと する。  

２  市長 は，前項 の規定に かかわら ず， 次の 各号のい ずれかに 該当す

る場合は ，保存期 間 を延長 すること ができる 。  

⑴  法令 に定めが ある 場合 。  

⑵  犯罪 捜査の目 的で捜査 機関から 要請があ った場合 。  



⑶  前各 号に掲 げ るものの ほか， 通 話録音装 置 の設 置 目的を達 成す

るため， 特に必要 があると 認める場 合。  

（録音デ ータの提 供）  

第９条  母子保健 課 長は， 次のいず れかの 場 合であっ て必要が あると

きは，当 該録音デ ータ の提 供を管理 責任者 に 依頼する ものとす る。  

⑴  伊丹 市情報 公 開条例（ 平成１ ５ 年伊丹市 条例第 ５ 号） によ る情

報公開の 請求及 び 個人情報 の保護 に 関する法 律（平 成 １５年法律

第５７号 ） による 保有個人 情報 の開 示請求 に 対応する 場合。  

⑵  脅迫 ，恐喝 そ の他不当 要求行 為 に該当す る場合 で あって ， 刑事

事件その 他の争訟 に発展す るおそれ があると 認められ る場合。  

⑶  通話 の内容 に ついて 民 事訴訟 そ の他の争 訟手続 に おいて 証 拠を

保全する 必要があ ると 認め られる場 合。  

⑷  個人 の生命， 身体又は 財産の安 全を守る 必要があ る場合。  

⑸  前各 号に掲 げ るものの ほか， 通 話録音装 置 の設 置 目的を達 成す

るため， 特に必要 があると 市長が認 める場合 。  

（録音デ ータの保 存等）  

第１０条  前条の 規定によ り依頼を 受けた管 理責任者 は，相当 と認め

る場合は ，当該 依 頼 に係る 通話録 音 装置 の録 音デー タ を特定の 上，

母子保健 課 長に交 付するも のとする 。  

２  前項 の録音デ ータ は，録 音し，又 は記録し たときの 状態で保 存し，

管理責任 者 及び母 子保健課 長 は内容 の変更等 をしては ならない 。  

３  母子 保健課長 は，交付 を受けた 録音デー タについ て，その 目的が

達成され るなど ， 保存する 必要が な くなった ときは ， 速やかに 廃棄

しなけれ ばならな い。  

４  交付 を受けた 録音デー タについ ては ，次 の各号に 掲げる場 合を除

き，複製 してはな らない。  

⑴  不当 要求行 為 があった と 認め る 場合であ って， 通 話録音装 置の

設置目的 を達成 す るために 特に必 要 であると 管理責 任 者が認めた

場合。  

⑵  開示 請求等 が あった 場 合。  



５  前項 の規定に より 複製 する場合 は，母子 保健課長 は，外部 記録媒

体へ保存 し，その 旨を管理 責任者 に 報告する ものとす る。  

（目的外 利用等 の 禁止等）  

第１１条  録音デ ータ は， 通話録音 装置 の設 置の目的 以外に利 用して

はならな い。ただ し ，法令 に基づく 場合はこ の限りで ない。  

２  録音 データは ，法令に 基づく場 合を除き ，第三者 に提供し てはな

らない。  

付  則  

この要綱 は，令和 ８年 ９月 ８日より 施行する 。  


